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特集 オペレーションの進化

1 企業のオペレーション（企業が備えておく必要のある社内の統治システムや業務プロセ
ス全般）が急速に進化し始めている。AI（人工知能）やRPA（Robotic Process Auto-
mation）といった最新テクノロジーを活用した業務効率の飛躍的向上、企業や国境の
枠を超えた管理範囲の拡大と精度の高い連携といった、これまでには不可能だと考えら
れてきたことが実現できるようになってきた。進化の背景には、テクノロジーの進化、
サステナビリティへの関心の高まり、グローバル化の対応といった潮流変化がある。

2 オペレーションの進化は、同時に新たな課題を経営に突きつけることになる。企業が求
める人材の要件は大きく変化し、職種ごとの定数を含む人材ポートフォリオは見直しを
迫られる。また、PDCAサイクルが短期化し、企業は短期かつ高頻度に変革を繰り返す
ようになるため、その変化に耐えられる（変化を愛でる）企業風土の醸成が求められ
る。さらに、その推進はトップダウンとボトムアップが混在し、他社との連携を前提と
したものに大きく変化するため、責任・権限のあり方や、知的財産の保護、プロジェク
トのマネジメントの強化に向けた体勢の整備が必要となる。

3 オペレーションの進化を企業の成長につなげるためには、変化の方向を見極め、中長期
的な目線を持って対処していくことが必要である。具体的には、時間軸を越える大儀と
グランドデザインを作成し、それに基づき経営者自信が強いリーダーシップを発揮して
いくことが求められる。
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Ⅰ	企業のオペレーションに
	 生じている変化

企業のオペレーションが急激に進化しよう
としている。

ここでいう「オペレーション」とは、単に
企業の業務を指すものではなく、「企業が備
えておく必要のある社内の統治システムや業
務プロセス全般」を広く指す言葉として使用
している。「オペレーション」という言葉
は、一般的には事務や業務を指すことが多
い。しかし、企業を動かしていくための仕組
みは図 1 で示すように、さまざまな要素によ
って構成されている。企業の拠りどころとな
る経営理念やビジョンが存在し、それに基づ
いて戦略が構築される。その戦略に従って組
織や業務・制度・ルールが決定され、その実
現性を担保するものとして、必要となる人材
やそれぞれの人材が持つスキルが規定され
る。さらに、理念から人材・スキルに至るさ
まざまな要素の影響を受けながら時間をかけ
て企業の文化や経営スタイルが形成される。
これらの要素は密接に関係しており、それぞ
れが単独で存在するものではない。業務や事
務で発生する変化は、ほかの要素も含めた複
合的な要素の変化として捉えないとその本質
を見誤る。このような観点から、本稿では、
前述したような定義をした。

では、どのような形でオペレーションは進
化しているか。まず、過去に類を見ないレベ
ルで業務の効率化が図られつつある。銀行業
を見ると、メガバンクが一斉に、テクノロジ
ーの積極活用に舵を切った。FIN/SUMウイ
ーク2017の講演で三菱UFJフィナンシャル・
グループの平野社長は「事務作業の自動化や

デジタル化によって9500人相当の労働力の削
減を実現したい」と発言した。この人数は三
菱東京UFJ銀行の国内従業員の約 3 割に当た
り、これまでの常識では考えられない規模の
ものである。三井住友銀行では2017年度から
3 カ年の中期計画の中で、テクノロジー活用
による本社部門の業務効率化などにより4000
人分の生産性向上・効率化を打ち出してい
る。みずほフィナンシャルグループにおいて
も今後10年で 1 万9000人規模の効率化を検討
しているとの報道がなされている。

いずれの取り組みも、業務効率化としては
極めて大きな目標を設定しているとともに、
短期的に人員をリストラするというものでは
なく、RPAやAIなどのテクノロジーを活用
しながら業務の改廃を行うという、企業内の
オペレーションを構造的に変えていくアプロ
ーチがとられている。企業のオペレーション
は、改善を積み重ねながら徐々に効率化して
いく時代からテクノロジーを活用して破壊的
効率化を実現する時代に突入したといえよう。

また、企業の責任範囲が大きく拡大されよ

図1　オペレーションを構成する要素
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ンを最適化する取り組みが始まった。海外に
展開している拠点や機能（販売、生産、製
造、調達など）が多くなればなるほど、その
拠点や機能を国や地域を越えて連携し、業務
や意思決定を行おうとすると、管理しなけれ
ばならない情報量は飛躍的に増加し、求めら
れる精度も高くなる。

そのため、前述したような取り組みを実現
しようとすると、必要なデータは世界中どの
拠点やパートナーにおいても同じ基準（定
義、取得方法、取得タイミングなど）で取得
され共有されるという極めて精度の高いオペ
レーションを実現する必要がある。さらに、
そのデータに基づく意思決定を誰が行い、そ
の決定を瞬時に世界中の拠点やパートナーが
認識し、行動を変えていく仕組みも併せて構
築していくことが求められるのである。いず
れにしても、極めて高い目標に向かって企業
のオペレーションを進化させようとしている
といえるだろう。

1990年 代 初 頭 にBPR（Business Process 
Re-engineering）というコンセプトが流行し
た。顧客（市場）を基点として、ビジネスの
プロセスが最適になるように社内のムダや不
合理を省きプロセスそのものを再設計すると
いうアプローチである。その名を冠したプロ
ジェクトがありとあらゆる企業において実施
されたが、一つ一つのプロジェクトの規模が
大きく、改革に必要となるコストや手間も大
きかったため部門横断的で、本当の意味での
BPRを実現できた企業は少なかった。しかし
近年では、これまでやりたいと思っても技術
やコスト、企業内の人材やシステムの制約に
よってできなかったことが、その制約を越え
て企業内に実装されてきているのである。

うとしている。ユニチャームでは、持続可能
な社会の構築に向けて生物多様性に配慮した
サプライチェーン管理を推進しているが、特
筆すべきはその取り組みが自社内だけでなく
サプライヤーにまで及んでいる点である。自
社製品の材料を持続可能性に配慮した原料ま
たは再生原料に切り替えていくだけではな
く、生物多様性に著しい影響を与える保護価
値の高い森林からの原材料は使用しないよう
サプライヤーに指導を行っており、16年から
はその対象範囲を海外ローカルサプライヤー
にも拡大した。

この活動は、ユニチャームが持続可能な社
会の構築に真摯に取り組んでいるイメージを
消費者に与える一方で、ローカルサプライヤ
ーがどんな原料を使っているかにまで自社の
責任範囲を拡大したとも捉えられる。つま
り、生物多様性に配慮したサプライチェーン
管理を実行に移すためにサプライヤー選定の
方法や管理方法を根本から見直し、企業のオ
ペレーションとして定着させるために、大き
な手間とコストをかけることを積極的に自ら
が選択しているのである。言い換えれば、社
会の要請に対応するために、短期的にはコス
トをかけても自社のオペレーションを進化さ
せなければならない時代が到来したのである。

さらにオペレーションに求められる精度が
急 激 に 高 ま っ て い る。 野 村 総 合 研 究 所

（NRI）がサービスを提供している製造業A
社では世界中に展開する各拠点のP/Lを日時
で把握するという極めて精度の高い管理に 5
年ほど前から取り組んでいる。製造業B社で
は、東南アジアに広がる生産拠点と販売会
社、さらには部品の調達先を地域全体で管理
し、情報を共有し合うことでサプライチェー
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を大きく削減することが可能になる。
オペレーションを設計、実装していく際の

アプローチも大きく変わってくる。特定の企
業が占有する技術や製品ではなく、広く多く
の人が関与する技術や製品の方が進化のスピ
ードは早く、安心・安全も担保されるという
考え方が一般化し、企業のオペレーションを
構築する際には、すべてを独自開発するので
はなく、公開された既存技術を効果的に活用
するとともに、多様な企業とのアライアンス
によって足りないものを補完するというアプ
ローチがとられるようになる。

テクノロジーの進化は、単に業務効率を高
めるだけでなく、意思決定の仕組みや、組織
の構造、マネジメントサイクルにまで影響を
及ぼす。このような変化を先取りし、企業の
オペレーションに組み込むことで、企業価値
を高めていくことを経営層に求めることとなる。

2 サステナビリティへの
 関心の高まり

サステナビリティとは、社会の持続可能性
を示す言葉であり、最近はサステナビリティ
経営（社会の持続可能性に配慮した経営）と
して語られることが多い。企業を取り巻くス
テークホルダーの価値観が変化し、とりわけ

「社会的観点」からの企業に対する圧力が高
まっている。持続可能性に配慮した経営を実
行できているかどうかが株価や企業の格付け
にまで影響を与えることとなるのである。

サステナビリティへの関心の高まりは、う
まく対応すれば企業イメージの向上と模倣困
難なビジネスモデルをもたらす一方、管理し
なければならない対象の拡大と、その結果発
生するコストの負担を企業に強いる。そのた

Ⅱ	オペレーション進化の
	 背景にある三つの潮流

NRIでは、これまで見てきたようなオペレー
ションの進化の背景には、三つの大きな潮流
があると考えている。具体的には、①テクノ
ロジーの進化、②サステナビリティへの関心
の高まり、③グローバル化への対応、である。

1 テクノロジーの進化
テクノロジーの進化については多くを語る

必要はないであろう。AIやIoTに代表される
ICTの急速な発展は、さまざまな革新を企業
のオペレーションにもたらしている。

テクノロジーの進化は、取得できるデー
タ、管理できるデータ量を飛躍的に拡大する
とともに、その解析や解析結果を基にした改
革の実行も比較的容易かつ安価に実施できる
環境を提供する。その結果、サプライチェー
ンや経営管理などのPDCAサイクルはこれま
で以上に精緻化、高速化することになる。

たとえば、アディダスは3Dプリンターな
どを活用して、 1 年半から 2 年かかっていた
顧客に合わせた商品の企画・デザイン・生
産・販売のプロセスを、長くても数週間で行
うことを可能にした。ここまでの速度を実現
している競合はなく、卓越したオペレーショ
ンが模倣困難な競争力を生み出している。

また、オペレーションを変革する際のコス
トや手間が大きく低下する。これまでICTを
活用するためにはそのための環境を所有しな
ければならなかったが、クラウド技術の進化
によりさまざまな価値がサービスとして手に
入れられる環境が整いつつある。そのサービ
スを積極的に活用することで、コストと手間
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しかし、前述したように日本企業の海外進
出は地域ごと、機能ごとに展開されてきたた
め、その業務内容は進出地域や進出機能ごと
に個別性が高く、システムや業務基準、言葉
の定義などの標準化はなされていない。また
標準化に舵を切っても、進出した国や地域、
機能ごとに事業の規模や成熟度が異なる状況
において標準化を実現することは極めて難し
く、遅々として進まなかったのが現状であ
る。その結果として、経営者が知りたい情報
が正確に把握できない、もしくは把握をする
ために多くの時間と労力を費やさなければな
らないといった状況が発生し続けているので
ある。

しかしながら、グローバルレベルでの競争
の激化に伴い、多様な国や地域で展開されて
いるオペレーションの標準化は不可避となり
つつある。積年の課題であるグローバルレベ
ルでの業務の標準化を競合に先駆けていかに
やり切るかが問われているのである。

Ⅲ	オペレーション進化の影響

これまで、三つの潮流変化を受けてオペレ
ーションが急激な進化を始めたことを述べて
きた。こういった進化を、着実に企業内に取
り入れ、その成果を刈り取ることは当然であ
るが、われわれが注目しなければいけないの
はオペレーションの進化がもたらす影の部分
である。オペレーションを進化させる過程で
何が起こるのかを事前に把握し、適切な対応
を行っていくことが企業の今後の成長を規定
することになる。以下、現状において発生が
予想される影響とその対応について述べるこ
ととする。

め、中長期的視点においては誰も異を唱えら
れないコンセプトであるにもかかわらず、そ
れを実行に移す際にはさまざまな抵抗が発生
する。たとえば、前述したユニチャームの例
で述べたように、生物多様性に配慮したサプ
ライチェーン管理を推進しようとすると、原
料生産地の環境的影響のみならず、人権の観
点から生産現場での労働環境（児童労働など
を含む）までにも管理を求められる。そのた
めに、現場にとってみればオペレーションの
変革は短期的には極めて大きな負担となり、
容易には賛成できなくなるのである。

しかしながら、この負担を乗り越え、サプ
ライチェーンの末端までの精緻な管理を効率
的に行えるオペレーションを競合に先駆けて
構築することができたならば、それは大きな
競争力となる。サステナビリティへの関心の
高まりは、企業に対して大きなビジネスチャ
ンスを提供しているのである。

3 グローバル化への対応
グローバル化への対応については、古くて

新しいテーマである。日本企業の海外進出の
歴史は古く、自動車や家電製品では1950年代
には海外への販売が本格化していた。また、
90年代には高まるコストダウン要請を受けて
生産機能の海外移転が進んだ。しかし、販売
機能や生産機能の個別展開が中心であり、開
発・生産・販売というフルセットの機能を市
場ごとに用意するような海外展開が本格化し
たのはリーマンショック以降だといわれている。

グローバルレベルでの経営の精度を高めて
いくために、世界中の販売状況や在庫の状況
をリアルタイムで正しく把握したいというよう
な経営ニーズは、かなり以前から存在していた。
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人材ではないのである。
また、テクノロジーの進化をオペレーショ

ンの進化につなげていくためには、ICTに精
通した人材やデータの取り扱いに長けた人材
が大量に必要となる。現在の企業の中には、
IT部門やマーケティング部門などに比較的
多く存在しているが、圧倒的に不足すること
が予想される。現在の採用基準や職種ごとの
定数も進化の方向とは必ずしもマッチしてい
ないのである。

雇用を維持することは企業に課せられた社
会的責任の一つである。つまり、オペレーシ
ョンを進化させる過程で発生する、企業の人
材ポートフォリオの変化にいかに対応するか
は、企業にとって大きな課題となる。これを
解決するためには、採用基準や職種ごとの定
数の見直しを、オペレーションの進化を前提
として早急に進めるとともに、進化の過程で
発生する人材の余力を再教育し新しい業務に
適応させていく仕組みの整備が求められる。

中長期的目線で見れば、2020年ごろからバ
ブル期の大量採用世代が定年を迎え始める。
このタイミングに合わせ、計画的に人材ポー

1 人材ポートフォリオの変化
まず挙げられるのが、テクノロジーの変化

がもたらす企業の人材ポートフォリオの変化
である。NRIが行った「2030年における本社
機能のコンピュータ化可能確率の推計」によ
ると、2030年には本社機能の約51％はAIに
より代替可能になるという予測がなされてい
る（図 2 ）。中でも総務、人事、経理といっ
た伝統的本社機能領域は、その割合が高く、
68％が代替可能となっている。もう少し具体
的に見ると、この領域では人事データの変
更・管理、経費精算などの登録やチェックと
いった単純業務に多くの人員が配置されてい
るが、このような業務はAIでの代替が可能
である。一方、人手が残るのは、調査・企
画、情報処理、研究開発といった業務であ
り、ひらめきや発想、交渉力といった能力が
求められる。ここで問題となってくるのが、
残る業務と代替が可能となる業務の担い手に
求められるスキル・ケイパビリティの差であ
る。端的にいえば、テクノロジーの変化を積
極的に活用しオペレーションを進化させて
も、そこで発生する余力は残る業務に適した

図2　2030年における本社機能のコンピュータ化可能確率の推計

全従業者数
10,000人

本社機能の51％は
人工知能により代替可能
（従業員10,000人の企業における

約440人に相当）

調査・企画 研究開発 国際事業 総務・経理・人事ほか
情報処理

105人 49人 173人 23人 517人
本社機能部門
従業者 867人

72%
63%

84%

32%

 
 

自動化不可

自動化可

21%

28% 
37%

16%

68%
79%

※従業者数に受入派遣従業者数は含まない
出所） 経済産業省「企業活動基本調査（2014年）」を基に推計
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れる。通常の変革においては、顧客ニーズな
どから導かれる目指す姿が大義として掲げら
れるが、短期間高頻度のPDCAサイクルにお
いて常に顧客基点で大義を構築することは難
しい。その際に大義として機能するのは、企
業の理念やビジョンとして掲げられた姿であ
る。中長期的な目線から企業のあるべき姿を
規定し、その浸透を継続的に行っていくこと
で、変化に強い企業風土を構築していくこと
が求められる。

3 変革を進める枠組みの変化
次に大きな影響を受けるのが、オペレーシ

ョンを進化させるプロジェクトの推進体勢で
ある。これまで実施されてきた企業内の変革
は、トップダウンで設定された目標に対して
社内人材を中心とした体制が構築され遂行さ
れてきた。しかし、これからのオペレーショ
ンの変革は、トップダウンとボトムアップが
融合しないとうまく進まない。トップが変革
の明確な方針を示す必要があるし、実際の変
革はオペレーションの担い手である現場から
のボトムアップで進んでいくことになる。

たとえば、RPAを活用して業務を効率化
しようとすると、市場に投入されているロボ
ットの中から、使用するロボットを決めなけ
ればならない。RPAを活用したオペレーシ
ョンの変革は業務をよく分かっていることが
必須であり、現場担当者を核にした推進体制
が組まれることとなる。しかしロボットの選
定まで現場に任せてしまうと、各現場で異な
るロボットが使用されることになる。ロボッ
トごとに作動環境や使用方法が異なるため、
企業全体として、投資の重複や業務間の連携
が取りづらい状況が発生してしまう。

トフォリオの見直しを進めることができれ
ば、企業への影響は最小限に抑えられよう。
5 年から10年の計を持って、人材ポートフォ
リオの変化に対応していくマネジメントを行
うことができるかが問われることとなろう。

2 企業のPDCAサイクルの高速化
テクノロジーの進化により、オペレーショ

ンを進化させる際に必要となるコストが低下
する。一方で、現状分析を行うためのデータ
は大量かつ容易に取得できるようになるとと
もに、その分析についても比較的簡単に実施
することができるようになる。企業のPDCA
サ イク ル に 当 て は め て み れ ば、「Do」 と

「Action」のプロセスにおけるコスト面での
ハードルが低下する一方で、「Check」のプロ
セスはどんどん短期化されることになり、企
業のPDCAサイクルは現在とは比較にならな
いほど短縮され、高頻度化されることになる。

現在、オペレーションを情報システムも含
めて変革するような大規模プロジェクトは、
体制や費用面での制約から短期間で繰り返さ
れることはほとんどない。また、その実施に
要する期間も準備を含めれば数年にわたるこ
とも少なくない。そのような頻度や期間で実
施しても、大規模な変革は合意の形成に時間
と手間がかかり、場合によってはかたくなな
反対に合って頓挫する。つまり、オペレーシ
ョンを進化させても、短期間高頻度のPDCA
サイクルに対応できる企業風土が併せて構築
されないと、その果実を長期にわたって享受
し続けることができないのである。

一般的に、日本企業の従業員は変化に対し
て臆病である。そのため、企業を変革してい
くためには常に万人が賛同する大義が求めら
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常通りの採用を続けると想定）。さらに、変
化を愛でる風土の醸成や社員のスキルセット
の変更を行う場合には、もう少し時間がかか
るかもしれない。いずれにしても、企業がオ
ペレーションを進化させ、定着させるには 5
年以上の時間がかかると考えるべきであろう。

この長期かつ大規模な変革を進めるには、
大義の構築とグランドデザインの作成が有効
に機能する。何のために行うのかという大義
を明確にすることで、長期にわたる取り組み
を推進する理由が生まれ、途中で雲散霧消し
にくい環境を作り上げることができる。

グランドデザインとは、多様な取り組みが
密接に関連する変革プロジェクトの全体像を
規定し、どのようなゴールに向かって、誰
が、いつまでに、何をやるか、を規定したも
のである。このグランドデザインを最初に作
っておくことで、複雑に関係する個々の取り
組みについて軽重を付けた進捗管理も、リー
ダーが交代した際の引き継ぎも容易となる。

大義とグランドデザインを基にして、事前
に決めるべきことは経営としてきちんと決め
る、現場に任せるべきことは責任と権限を明
確にした上で任せる、といったマネジメントが
実行できれば、オペレーションの進化を自社
に組み込み、競争力の強化へとつなげていく
ことが可能になる。経営者には今まで以上の
強いリーダーシップが求められるのである。

著 者

森沢伊智郎（もりさわいちろう）
コーポレートイノベーションコンサルティング部長
主席コンサルタント
専門は業務改革、企業変革（トランスフォーメーショ
ン）の構想立案および実行支援

また、外部との連携も同様である。急激に
進化するテクノロジーを活用していくために
は、すべてを自社内で行うのではなく、外部
企業との連携によりすばやく必要な技術や人
材を調達することが求められる。しかし、現
場に外部との連携を任せてしまうと、異なる
部署が競合企業を連携先に選定したり、知財
などに対する考え方が連携先によって異なっ
たりするような事態も発生し得る。

いずれにしても、トップダウンで改革の方
向性を明確にし、管理の枠組みを構築した上
で、必要な権限を現場に与えていくことが求
められる。これまで以上に、トップの指導力
が問われることになるのである。

Ⅳ	オペレーション進化に向けた
	 経営の役割

テクノロジーの進化を取り入れながらサス
テナビリティやグローバル化といった経営課
題を解決していくことは、企業に新しい競争
力をもたらす。しかし、その果実を享受して
いくためには、単に業務プロセスを変えるだ
けではなく、意思決定の仕組みや人材のポー
トフォリオ、企業風土などについても変革し
ていく必要がある。

一般に、企業風土や人材のポートフォリオ
を変えるには、多くの時間を必要とする。仮
に三菱UFJフィナンシャル・グループが発表
した、三菱東京UFJ銀行の国内従業員の約 3
割に当たる人員削減を、希望退職を募ること
なく通常の退職者のみで実現しようとする
と、 5 年程度の期間が必要になる（金融・保
険業界の離職率を約9.4％〈厚生労働省雇用動
向調査〉、削減対象でない 7 割については通


